
学生・卒業生と協力して進める
千葉大学の再エネ 100％

倉阪秀史 千葉大学大学院社会科学研究院教授



千葉大学の規模

千葉大学の概要
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学部数 ：10
（文・法政経・国際教養・教育・工・理・医・薬・看護・園芸）

大学院数：13

柏の葉松戸

西千葉
亥鼻

千葉大学の概要
在籍者数

学生数 約14,000人

教職員数 約 3,500人

学部・大学院研究科数

面積

土地面積 約117万㎡

建物床面積 約 62万㎡

主要キャンパスと
サテライトキャンパス

墨田



2005年 ISO14001 認証取得
2013年 ISO50001 認証取得
2019年 ISO50001 自己宣言化

千葉大学環境・エネルギー方針

1. 総合大学の特長を活かした環境教育と研究

2. 環境負荷の少ない緑豊かなキャンパスづくり

3. 学生主体の環境マネジメントシステムの構築
と運用

4. 地域社会に開かれた環境マネジメントシステ
ムの実施

5. 国立大学法人の中で全国トップ水準のエネル
ギー効率を維持

最高経営層（学長・理事）

内部監査委員会

内部監査責任者
内部監査員

（教職員・ 学生 ）

環境管理責任者

環境ISO企画委員会
環境管理責任者・キャンパス責任者・学生委員長他

環境ISO事務局

西千葉地区
環境ISO
実行委員会

環境ISO
学生委員会

省エネリーダー
会議

31部局
250ユニット

各学部、研究科
センターなど

11部局
120ユニット

亥鼻地区
環境ISO
実行委員会

松戸・柏の葉
地区環境ISO
実行委員会

２部局
65ユニット

千葉大学環境エネルギーマネジメント組織

千葉大学環境ISO学生委員会

■構成員数：約250名程度
（ほぼ全10学部の学生）

■主な活動：EMSの運用業務
学内外における環境活動

国際規格ISO取得



EMS実務経験とリーダー経験
・内部監査員、基礎研修講師
・外部審査議事録作成、目的目標実施計画策定
・班長として学内外で環境活動実践
・企業との連携プロジェクトの推進

基礎知識の習得と活動参加経験
• ISOやEMS,環境関連法規制の基本的な知識
• 内部監査の手法と模擬実習
• 仕事の進め方（ビジネススキル、企画力）
• 班活動に参加する

環境マネジメント
システム実習Ⅱ
学部２年（2単位）

環境マネジメントシステム実習Ⅰ
学部１年（2単位）

学生委員会
執行部
学部３年

インターンシップ
EMS運用している自治体や企業等でEMSについ
て学び、提言等を行う5日間のインターンシップ
（希望者のみ）

実習Ⅲ
学部３年
(2単位)

就職
等

学長が学内資格を認定
千葉大学環境エネルギー
マネジメント実務士
（実習Ⅱ修得後に１年間、
執行部等で活動した学生）

※就活のESや履歴書に記載可

単位化と資格認定制度

学生主体の環境マネジメントシステム運用の仕組み



学生によるEMSのコア業務の実施

PDCAサイクル
継続的改善

Do
実行

Plan
計画

Check
評価

Act
見直し

• 監視測定の実施
• 目的目標達成度評価
• 内部監査員・報告書作成等
• サステナビリティレポート作成

• 環境ISO基礎研修講師
• 環境意識啓発活動
• ３R活動
• 緑化活動
• 環境教育活動

• 学長の見直しに同席
• マネジメントマニュアルの改訂

環境目的目標実施計画
の原案作成
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千葉大学環境報告書 2004～2018

http://www.chiba-u.ac.jp/general/approach/environment/

学生主体の環境報告書作成
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千葉大学サステナビリティレポート 2019～



省エネ行動計画

各部局で省エネ目標・行動計画を立て、進捗を管理・
報告する



省エネリーダー会議

各部局のエネルギー使用量の状況把握、
省エネ知識等の伝達・共有



電力使用量の見える化



エネルギーレビュー



エネルギーレビュー













各部局やユニットにおいて、

• エネルギーをたくさん使う施設・設備・システ
ムを設計するときは、環境配慮する。

• エネルギーをたくさん使う製品やサービスを外
部から調達するときは、環境配慮した製品を調
達する。

エネルギー多消費型機器への配慮



環境ISOの成果（2004年と2021年の比較）

※ISO14001の適用範囲は附属病院を除く主要キャンパス



2020年9月の「千葉大学サステナビリティレポー
ト」において、2040年までのRE100を宣言した。 学長インタビュー部分RE100宣言（2020.9）



学内でのRE100推進体制の整備

2021年10月7日学長決定により設置



方法

・2004年の環境マネジメントシステムの運用開始より、学生主体で省エネ意識の啓発活動を実施（ステッカーやイベント等）
・各部局に省エネリーダーを配置し、部局ごとに省エネ目標・行動計画を立て、進捗を管理・報告する「省エネリーダー会議」を実施
・千葉大学エネルギー管理システム（CEMS）で、部局別・建物別に電気の使用状況を確認できる「見える化」
・2009年度からエコ・サポート制度の運用し、LED化や古い機器の更新などを進める
・業者と環境ISO学生委員会によるエアコンフィルターの清掃
・2013年よりエネルギーマネジメントシステムを導入
・「エネルギー効率改善チェックシート」の運用と、「エネルギー配慮対象設計と調達の基準」を導入
・建物の新築、改修の際に省エネ技術を導入している
↓
下記のような成果はでているが、省エネを継続するだけではRE100を達成するのは難しい。
・ISO14001を取得する以前（2004年度）と比較して、2019年度の総エネルギー投入量は9.1％、床面積あたり16.9％減少
・学生、教職員に対する意識アンケート（2020年5月実施）でも9割以上の人が省エネを意識した生活を送っていると回答

省エネ

・2019年度時点で学内18か所19基、合わせて定格出力168.6ｋWの太陽光パネルを設置。月平均の発電電力量は15,675kWh
↓
学内の電力量の0.2％にしかなっていない。学内の屋根に太陽光パネルを置くだけでは到底RE100の達成は難しい。

創エネ

これまでの取り組みと成果

RE100達成に向けて

① 省エネの推進継続
② 太陽光パネルの学内設置継続
③ 建て替えや大規模改修の際にZEB化を進める
④ 不足分を外部から再生可能エネルギー電力を購入

④を少なくするためにも

再生可能エネルギーの導入をさらに
促進する
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研究責任者 倉阪秀史（千葉大学大学院社会科学研究院教授）
協働実施者 馬上丈司（千葉エコ・エネルギー株式会社代表取締役）

脱炭素スマート農地研究プロジェクトについて





本プロジェクトにおける技術シーズ
（1）ソーラーシェアリング
ソーラーシェアリング農地において、安定的に農作物が生育できることを示す。

千葉エコ・エ
ネルギー社の
大木戸アグリ
ソーラー1号機

(出典) 鎌田知也「農山漁村の活性化につながる再生可能エネルギーについて」H30.6.21PVJapan2018セミナー資料



本プロジェクトにおける技術シーズ
（2）スマート農業技術
日射量、気温、降水量、土壌含水率といった環境データ、作業量・内容などの
労働データ、作物の生育状況データなどを自動測定するとともに、農業生産ア
シスト技術を導入することによって、熟度の低い若年農業者でも十分に農業生
産ができることを示す。

直線アシスト付きトラクターパワースーツ



実証研究フィールド

千葉市若葉区下田町：千葉大学 西千葉キャンパスより 車で35分
千葉都市モノレール「千城台駅」からタクシーで10分

千葉市緑区大木戸町：千葉大学 西千葉キャンパスから 車で40分
JR外房線「土気駅」から タクシーで8分

露地野菜を作付けする大木戸アグ
リエナジー1号機（1ha）など千葉エ
コ・エネルギー社が保有するソー
ラーシェアリング設備と、水稲を作
付けする新規ソーラーシェアリング
（2023年度設置予定）が実証試験
の対象となる。

©株式会社つなぐファーム



稲作ソーラーシェアリング設備の設置

千葉市若葉区下田町1635番地 -千葉都市モノレール
「千城台駅」から車で10分

千葉市営農型太陽光発電モデル事業検討協議会（会長：倉阪）において、農林水
産省からの補助金を受けて設置を進めている。2023年度中に施工完了予定。

太陽光発電設備設置主体：TNクロス
太陽光パネル容量（予定） ： DC）79.2kW 以上
ﾊﾟﾜｰｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅｰ容量（予定） ： AC）49.5kW

千葉市脱炭素先行地域の枠組みで、千葉市
の公共施設に供給する方向で調整中



解決しなければならないさまざまな課題

達成年度に近くなっていけば、炭素価値の奪い合いが発生して、調達価格が上昇していくので、現状
の炭素価値価格で長期的に調達したい。
← 達成年度になってから、炭素価値を含む電力を外部から調達すればいいのではないか。

長期的な電力販売契約（PPA（Power Purchase Agreement））を再エネ事業者と締結できないか。
← 国立大学の電力調達価格はそもそも安く設定されており、一旦、再エネ事業者からの調達に切り
替えてしまうと安価な価格設定に戻ることができなくなるのではないか。

建物の建て替えの際にZEB（ゼロエネルギービル）化を進めたい。
← 文部科学省は建物長期使用を進める方針であり、そもそも建て替え対象となる建物が限られて
いる。




